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令和４年度長生村国民健康保険特別会計予算 

  

  



 

  



令和４年度長生村国民健康保険特別会計予算 

 

令和４年度長生村の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，６１２，６００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による

一時借入金の借入れの最高額は、３０，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1)保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用 

 

   令和４年３月７日提出 

 

                     長生村長 小 髙 陽 一 

 

 

 

提案理由 

 本案は、地方自治法第２１１条第１項の規定により、提案するものです。 

 



　歳　入 (単位   千円)

1. 国 民 健 康 保 険 税 281,211

1. 国 民 健 康 保 険 税 281,211

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 5

1. 手 数 料 5

3. 国 庫 支 出 金 1

1. 国 庫 補 助 金 1

4. 県 支 出 金 1,167,238

1. 県 補 助 金 1,167,238

5. 繰 入 金 150,521

1. 他 会 計 繰 入 金 114,071

2. 基 金 繰 入 金 36,450

6. 繰 越 金 10,000

1. 繰 越 金 10,000

7. 諸 収 入 3,624

1. 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 2,402

2. 雑 入 1,222

1,612,600

款 項 金　　　額

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算

 歳　　　入　　　合　　　計 



　歳　出 (単位   千円)

1. 総 務 費 27,018

1. 総 務 管 理 費 23,164

2. 徴 税 費 3,687

3. 運 営 協 議 会 費 167

2. 保 険 給 付 費 1,149,585

1. 療 養 諸 費 1,011,475

2. 高 額 療 養 費 132,321

3. 移 送 費 11

4. 出 産 育 児 諸 費 3,362

5. 葬 祭 諸 費 1,500

6. 傷 病 手 当 金 916

3. 国民健康保険事業費納付金 402,107

1. 医 療 給 付 費 264,111

2. 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 96,749

3. 介 護 納 付 金 41,247

4. 共 同 事 業 拠 出 金 1

1. 共 同 事 業 拠 出 金 1

5. 保 健 事 業 費 27,834

1. 保 健 事 業 費 27,834

6. 基 金 積 立 金 2

1. 基 金 積 立 金 2

7. 諸 支 出 金 1,053

1. 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 1,053

8. 予 備 費 5,000

1. 予 備 費 5,000

1,612,600

款 項 金　　　額

 歳　　　出　　　合　　　計 



 

 

 

 

 

 

 

予 算 に 関 す る 説 明 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



１．総　　括

（単位   千円）

1. 国 民 健 康 保 険 税 281,211 280,425 786

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 5 12 △7

3. 国 庫 支 出 金 1 1 0

4. 県 支 出 金 1,167,238 1,172,023 △4,785

5. 繰 入 金 150,521 169,415 △18,894

6. 繰 越 金 10,000 10,000 0

7. 諸 収 入 3,624 3,624 0

1,612,600 1,635,500 △22,900

款 比　　　較本年度予算額 前年度予算額

歳　　入

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

歳　　入　　合　　計



1. 総 務 費 27,018 29,084 △2,066

2. 保 険 給 付 費 1,149,585 1,151,403 △1,818

3.
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

402,107 420,310 △18,203

4. 共 同 事 業 拠 出 金 1 1 0

5. 保 健 事 業 費 27,834 28,647 △813

6. 基 金 積 立 金 2 2 0

7. 諸 支 出 金 1,053 1,053 0

8. 予 備 費 5,000 5,000 0

1,612,600 1,635,500 △22,900歳　出　合　計

歳　　出

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　較款



（単位   千円）

339 26,558 121

1,144,718 2,240 2,627

13,891 85,273 302,943

1

8,290 1,000 18,544

2

1,053

5,000

1,167,238 115,071 330,291

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

国県支出金 地方債
一般財源

その他



2． 歳　入

(款) 1.国民健康保険税 (項) 1.国民健康保険税

 1. 一般被保険者国民健康保険税 281,014 280,198 816

 2. 退職被保険者等国民健康保険税 197 227 △30

281,211 280,425 786

(款) 2.使用料及び手数料 (項) 1.手数料

 1. 督促手数料 5 12 △7

5 12 △7

(款) 3.国庫支出金 (項) 1.国庫補助金

 1. 災害臨時特例補助金 1 1 0

1 1 0計

計

目 本　年　度 前　年　度 比　較

計

目 本　年　度 前　年　度 比　較

目 本　年　度 前　年　度 比　較



（単位   千円）

 1. 医療給付費分現年 183,500 　医療給付費分現年課税分

課税分

 2. 後期高齢者支援金 63,600 　後期高齢者支援金分現年課税分

分現年課税分

 3. 介護納付金分現年 20,600 　介護納付金分現年課税分

課税分

 4. 医療給付費分滞納 8,930 　医療給付費分滞納繰越分

繰越分

 5. 後期高齢者支援金 2,811 　後期高齢者支援金分滞納繰越分

分滞納繰越分

 6. 介護納付金分滞納 1,573 　介護納付金分滞納繰越分

繰越分

 1. 医療給付費分現年 1 　医療給付費分現年課税分

課税分

 2. 後期高齢者支援金 1 　後期高齢者支援金分現年課税分

分現年課税分

 3. 介護納付金分現年 1 　介護納付金分現年課税分

課税分

 4. 医療給付費分滞納 131 　医療給付費分滞納繰越分

繰越分

 5. 後期高齢者支援金 33 　後期高齢者支援金分滞納繰越分

分滞納繰越分

 6. 介護納付金分滞納 30 　介護納付金分滞納繰越分

繰越分

 1. 督促手数料 5 　督促手数料

 1. 災害臨時特例補助 1 　災害臨時特例補助金

金

説　　明
区　　分 金　額

節

説　　明
区　　分 金　額

節

区　　分
説　　明

節

金　額



(款) 4.県支出金 (項) 1.県補助金

 1. 保険給付費等交付金 1,167,238 1,172,023 △4,785

1,167,238 1,172,023 △4,785

(款) 5.繰入金 (項) 1.他会計繰入金

 1. 一般会計繰入金 114,071 115,511 △1,440

114,071 115,511 △1,440

(款) 5.繰入金 (項) 2.基金繰入金

 1. 財政調整基金繰入金 36,450 53,904 △17,454

36,450 53,904 △17,454

(款) 6.繰越金 (項) 1.繰越金

 1. 繰越金 10,000 10,000 0

10,000 10,000 0計

計

目 本　年　度 前　年　度 比　較

計

目 本　年　度 前　年　度 比　較

計

目 本　年　度 前　年　度 比　較

本　年　度目 前　年　度 比　較



（単位   千円）

 1. 普通交付金 1,143,802 　普通交付金

 2. 特別交付金 23,436 　保険者努力支援分 4,247

　特別調整交付金分 3,927

　県繰入分（２号分） 9,422

　特定健康診査等負担金 5,840

 1. 保険基盤安定繰入 46,500 　保険基盤安定繰入金

金（保険税軽減分

）

 2. 保険基盤安定繰入 29,100 　保険基盤安定繰入金

金（保険者支援分

）

 3. 未就学児均等割保 673 　未就学児均等割保険税繰入金

険税繰入金

 4. 職員給与費等繰入 26,558 　職員給与費等繰入金

金

 5. 出産育児一時金等 2,240 　出産育児一時金等繰入金

繰入金

 6. 財政安定化支援事 9,000 　財政安定化支援事業繰入金

業繰入金

 1. 財政調整基金繰入 36,450 　財政調整基金繰入金

金

 1. 繰越金 10,000 　前年度繰越金

説　　明
区　　分 金　額

節

説　　明
区　　分 金　額

節

区　　分

説　　明
区　　分 金　額

節

説　　明
節

金　額



(款) 7.諸収入 (項) 1.延滞金加算金及び過料

 1. 一般被保険者延滞金 2,400 2,400 0

 2. 退職被保険者等延滞金 1 1 0

 3. 過料 1 1 0

2,402 2,402 0

(款) 7.諸収入 (項) 2.雑入

 1. 一般被保険者第三者納付金 200 200 0

 2. 退職被保険者等第三者納付金 1 1 0

 3. 一般被保険者返納金 20 20 0

 4. 退職被保険者等返納金 1 1 0

 5. 雑入 1,000 1,000 0

1,222 1,222 0計

計

目 本　年　度 前　年　度 比　較

本　年　度目 前　年　度 比　較



（単位   千円）

 1. 一般被保険者延滞 2,400 　一般被保険者延滞金

金

 1. 退職被保険者等延 1 　退職被保険者等延滞金

滞金

 1. 過料 1 　過料

 1. 一般被保険者第三 200 　一般被保険者第三者納付金

者納付金

 1. 退職被保険者等第 1 　退職被保険者等第三者納付金

三者納付金

 1. 一般被保険者返納 20 　一般被保険者返納金

金

 1. 退職被保険者等返 1 　退職被保険者等返納金

納金

 1. 雑入 1,000 　特定健診自己負担金

区　　分

説　　明
区　　分 金　額

節

説　　明
節

金　額



3． 歳　出

(款) 1.総務費 (項) 1.総務管理費

 1. 一般管理費 22,236 24,293 △2,057 339 21,897

 2. 連合会負担金 928 928 0 928

23,164 25,221 △2,057 339 22,825

(款) 1.総務費 (項) 2.徴税費

 1. 賦課徴収費 3,687 3,696 △9 3,566 121

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

特　定　財　源
一般財源

地方債 その他

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

国県支出金



（単位   千円）

 2. 給料　　　 6,959 ○一般職人件費（国保担当職員2人分） 13,632

　  　給料　　　　 6,959

 3. 職員手当等 4,640  　・一般職給 6,959

　  　職員手当等　 4,640

 4. 共済費　　 2,033  　・通勤手当 87

　  　・時間外勤務手当 500

10. 需用費　　 908  　・期末手当 1,477

　  　・勤勉手当 1,169

11. 役務費　　 3,365  　・退職手当負担金 1,407

　  　共済費　　　 2,033

12. 委託料　　 2,343  　・職員共済組合負担金 2,012

　  　・公務災害補償基金掛金 16

13. 使用料及び 1,942  　・職員互助会負担金 5

賃借料 ○国民健康保険事務費 8,604
18. 負担金補助 46  　需用費　　　 908

及び交付金  　・消耗品費 908

 　役務費　　　 3,365

 　・郵便料 1,254

 　・処理手数料 2,111

 　委託料　　　 2,343

 　・電算システム改修委託料 198

 　・機器保守委託料 272

 　・診療報酬明細書配列・点検業務委託料 929

 　・国保報告書作成システム保守委託料 110

 　・国保調整交付金申請書作成システム保守委託料 110

 　・被保険者証等作成委託料 724

 　使用料及び賃借料 1,942

 　・電算システム使用料 660

 　・窓口即時処理システムリース料 1,282

 　負担金補助及び交付金 46

 　・千葉県国民健康保険団体連合会長生支部負担金 14

 　・茂原市長生郡医師会負担金 16

 　・茂原市長生郡歯科医師会負担金 16

18. 負担金補助 928 ○連合会負担金 928

及び交付金  　負担金補助及び交付金 928

 　・国保連合会負担金 928

（単位   千円）

11. 役務費　　 839 ○国民健康保険税賦課事務費 3,077

　  　役務費　　　 229

12. 委託料　　 2,623  　・郵便料 229

　  　委託料　　　 2,623

13. 使用料及び 225  　・電算委託料 2,623

賃借料  　使用料及び賃借料 225

 　・電算システム使用料 225

○国民健康保険税徴収事務費 610

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額



3,687 3,696 △9 3,566 121

(款) 1.総務費 (項) 3.運営協議会費

 1. 運営協議会費 167 167 0 167

167 167 0 167

(款) 2.保険給付費 (項) 1.療養諸費

 1. 一般被保険者 1,002,288 1,003,232 △944 1,002,288

療養給付費

 2. 退職被保険者 1 1 0 1

等療養給付費

 3. 一般被保険者 7,285 7,336 △51 7,285

療養費

 4. 退職被保険者 1 1 0 1

等療養費

 5. 審査支払手数 1,900 2,451 △551 1,900

料

1,011,475 1,013,021 △1,546 1,011,473 2

(款) 2.保険給付費 (項) 2.高額療養費

 1. 一般被保険者 132,219 132,491 △272 132,219

高額療養費

 2. 退職被保険者 1 1 0 1

等高額療養費

 3. 一般被保険者 100 100 0 100

高額介護合算

療養費

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

前 年 度

国県支出金 地方債 その他

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　定　財　源
一般財源

目 本 年 度



（単位   千円）

 　役務費　　　 610

 　・郵便料 199

 　・口座振替手数料 124

 　・コンビニ収納手数料 287

（単位   千円）

 1. 報酬　　　 167 ○国民健康保険事業の運営に関する協議会運営費 167

　  　報酬　　　　 167

 　・国民健康保険事業の運営に関する協議会委員報酬 167

（単位   千円）

18. 負担金補助 1,002,288 ○一般被保険者療養給付費 1,002,288

及び交付金  　負担金補助及び交付金 1,002,288

 　・一般被保険者療養給付費負担金 1,002,288

18. 負担金補助 1 ○退職被保険者等療養給付費 1

及び交付金  　負担金補助及び交付金 1

 　・退職被保険者等療養給付費負担金 1

18. 負担金補助 7,285 ○一般被保険者療養費 7,285

及び交付金  　負担金補助及び交付金 7,285

 　・一般被保険者療養費負担金 7,285

18. 負担金補助 1 ○退職被保険者等療養費 1

及び交付金  　負担金補助及び交付金 1

 　・退職被保険者等療養費負担金 1

11. 役務費　　 1,900 ○診療報酬審査支払手数料 1,900

　  　役務費　　　 1,900

 　・審査手数料 1,900

（単位   千円）

18. 負担金補助 132,219 ○一般被保険者高額療養費 132,219

及び交付金  　負担金補助及び交付金 132,219

 　・一般被保険者高額療養費負担金 132,219

18. 負担金補助 1 ○退職被保険者等高額療養費 1

及び交付金  　負担金補助及び交付金 1

 　・退職被保険者等高額療養費負担金 1

18. 負担金補助 100 ○一般被保険者高額介護合算療養費 100

及び交付金  　負担金補助及び交付金 100

 　・一般被保険者高額介護合算療養費負担金 100

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額

節

説　　   明



 4. 退職被保険者 1 1 0 1

等高額介護合

算療養費

132,321 132,593 △272 132,319 2

(款) 2.保険給付費 (項) 3.移送費

 1. 一般被保険者 10 10 0 10

移送費

 2. 退職被保険者 1 1 0 1

等移送費

11 11 0 10 1

(款) 2.保険給付費 (項) 4.出産育児諸費

 1. 出産育児一時 3,362 3,362 0 2,240 1,122

金

3,362 3,362 0 2,240 1,122

(款) 2.保険給付費 (項) 5.葬祭諸費

 1. 葬祭費 1,500 1,500 0 1,500

1,500 1,500 0 1,500

(款) 2.保険給付費 (項) 6.傷病手当金

 1. 傷病手当金 916 916 0 916

916 916 0 916計

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

前 年 度

国県支出金 地方債 その他

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　定　財　源
一般財源

目 本 年 度



（単位   千円）

18. 負担金補助 1 ○退職被保険者等高額介護合算療養費 1

及び交付金  　負担金補助及び交付金 1

 　・退職被保険者等高額介護合算療養費負担金 1

（単位   千円）

18. 負担金補助 10 ○一般被保険者移送費 10

及び交付金  　負担金補助及び交付金 10

 　・一般被保険者移送費補助金 10

18. 負担金補助 1 ○退職被保険者等移送費 1

及び交付金  　負担金補助及び交付金 1

 　・退職被保険者等移送費補助金 1

（単位   千円）

11. 役務費　　 2 ○出産育児一時金 3,360

　  　負担金補助及び交付金 3,360

18. 負担金補助 3,360  　・出産育児一時金負担金 3,360

及び交付金 ○出産育児一時金審査支払手数料 2

 　役務費　　　 2

 　・出産育児一時金審査支払手数料 2

（単位   千円）

18. 負担金補助 1,500 ○葬祭費 1,500

及び交付金  　負担金補助及び交付金 1,500

 　・葬祭費負担金 1,500

（単位   千円）

18. 負担金補助 916 ○傷病手当金 916

及び交付金  　負担金補助及び交付金 916

 　・傷病手当金 916

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額

節

説　　   明



(款) 3.国民健康保険事業費納付金 (項) 1.医療給付費

 1. 一般被保険者 263,775 274,129 △10,354 13,891 59,010 190,874

医療給付費

 2. 退職被保険者 336 266 70 336

等医療給付費

264,111 274,395 △10,284 13,891 59,010 191,210

(款) 3.国民健康保険事業費納付金 (項) 2.後期高齢者支援金等

 1. 一般被保険者 96,749 100,325 △3,576 18,053 78,696

後期高齢者支

援金等

96,749 100,325 △3,576 18,053 78,696

(款) 3.国民健康保険事業費納付金 (項) 3.介護納付金

 1. 介護納付金 41,247 45,590 △4,343 8,210 33,037

41,247 45,590 △4,343 8,210 33,037

(款) 4.共同事業拠出金 (項) 1.共同事業拠出金

 1. その他の共同 1 1 0 1

事業事務費拠

出金

1 1 0 1

(款) 5.保健事業費 (項) 1.保健事業費

 1. 疾病予防費 5,265 5,265 0 5,265

 2. 特定健診・特 22,569 23,382 △813 8,290 1,000 13,279

定保健指導事

業

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

前 年 度

国県支出金 地方債 その他

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　定　財　源
一般財源

目 本 年 度



（単位   千円）

18. 負担金補助 263,775 ○一般被保険者医療給付費 263,775

及び交付金  　負担金補助及び交付金 263,775

 　・事業費納付金 263,775

18. 負担金補助 336 ○退職被保険者等医療給付費 336

及び交付金  　負担金補助及び交付金 336

 　・事業費納付金 336

（単位   千円）

18. 負担金補助 96,749 ○一般被保険者後期高齢者支援金 96,749

及び交付金  　負担金補助及び交付金 96,749

 　・事業費納付金 96,749

（単位   千円）

18. 負担金補助 41,247 ○介護納付金 41,247

及び交付金  　負担金補助及び交付金 41,247

 　・事業費納付金 41,247

（単位   千円）

18. 負担金補助 1 ○その他の共同事業事務費拠出金 1

及び交付金  　負担金補助及び交付金 1

 　・その他の共同事業事務費拠出金 1

（単位   千円）

11. 役務費　　 315 ○保健事業費 5,265

　  　役務費　　　 315

12. 委託料　　 4,950  　・郵便料 315

　  　委託料　　　 4,950

 　・人間ドック事業委託料 4,950

 7. 報償費　　 467 ○特定健診・特定保健指導事業 22,569

　  　報償費　　　 467

10. 需用費　　 483  　・報償金 467

　  　需用費　　　 483

11. 役務費　　 465  　・消耗品費 483

　  　役務費　　　 465

 　・回線使用料 69

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額

節

説　　   明



27,834 28,647 △813 8,290 1,000 18,544

(款) 6.基金積立金 (項) 1.基金積立金

 1. 財政基金積立 1 1 0 1

金

 2. 高額療養費貸 1 1 0 1

付基金積立金

2 2 0 2

(款) 7.諸支出金 (項) 1.償還金及び還付加算金

 1. 一般被保険者 1,000 1,000 0 1,000

保険税還付金

 2. 退職被保険者 1 1 0 1

等保険税還付

金

 3. 償還金 1 1 0 1

 4. 一般被保険者 50 50 0 50

還付加算金

 5. 退職被保険者 1 1 0 1

等還付加算金

1,053 1,053 0 1,053

(款) 8.予備費 (項) 1.予備費

 1. 予備費 5,000 5,000 0 5,000

5,000 5,000 0 5,000計

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

目 本 年 度 前 年 度

前 年 度

国県支出金 地方債 その他

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　定　財　源
一般財源

目 本 年 度



（単位   千円）

12. 委託料　　 21,154  　・郵便料 204

　  　・処理手数料 192

 　委託料　　　 21,154

 　・電算委託料 1,349

 　・健診委託料 16,328

 　・保健指導委託料 3,477

（単位   千円）

24. 積立金　　 1 ○基金積立金 1

　  　積立金　　　 1

 　・国民健康保険財政調整基金積立金 1

24. 積立金　　 1 ○基金積立金 1

　  　積立金　　　 1

 　・高額療養費貸付基金積立金 1

（単位   千円）

22. 償還金利子 1,000 ○一般被保険者保険税還付金 1,000

及び割引料  　償還金利子及び割引料 1,000

 　・償還金 1,000

22. 償還金利子 1 ○退職被保険者等保険税還付金 1

及び割引料  　償還金利子及び割引料 1

 　・償還金 1

22. 償還金利子 1 ○一般償還金 1

及び割引料  　償還金利子及び割引料 1

 　・償還金 1

22. 償還金利子 50 ○還付加算金 50

及び割引料  　償還金利子及び割引料 50

 　・償還金 50

22. 償還金利子 1 ○還付加算金 1

及び割引料  　償還金利子及び割引料 1

 　・償還金 1

（単位   千円）

○予備費 5,000

　  　予備費　　　 5,000

 　・予備費 5,000

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額

節

説　　   明



１．特 別 職

長　　　等

議　　　員

その他の
特 別 職

9 167

計 9 167

長　　　等

議　　　員

その他の
特 別 職

9 167

計 9 167

長　　　等

議　　　員

その他の
特 別 職

計

前
　
　
年
　
　
度

比
　
　
　
　
較

期 末 手 当

年間支給率（月分）

区　　　　　分
職 員 数

（人） 報　　酬 給　　料

給　　　　　　　与　　　　　　　費　　　　

本
　
　
年
　
　
度

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費



（単位　千円）

退職手当 その他

負 担 金 手　 当

167 167

167 167

167 167

167 167

　　　　明　　　　　　　細　　　　　　　書

計
共　済　費 合　　計 備　　考

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費



２．一　般　職

　（１）総　　括

職員数

（人）

管理職 扶　 養 通　 勤 住　 居 特殊勤 宿日直

手 　当 手　 当 手　 当 手　 当 務手当 手 　当

本年度 87

前年度 240 63

比　 較 △ 240 24

職 員 手 当

の   内   訳

区　 分

比　　　較 △ 411 △ 783

4,640

報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当

前　年　度 2 7,370 5,423

区　　分
給　　　　　　　与　　　　　　　費

本　年　度 2 6,959



（単位　千円）

（単位　千円）

時 間 外 管理職員特 児　童 期　　末 勤　　勉 退職手当

勤務手当 別勤務手当 手　当 手　　当 手　　当 負 担 金

500 1,477 1,169 1,407

500 260 1,714 1,239 1,407

△ 260 △ 237 △ 70

14,99612,793

△ 186 △ 1,380

2,017 13,616

2,203

11,599

△ 1,194

備　考
計

共　済　費 合　　　計



　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　　分 増　　減　　額

172

△ 583

△ 87

△ 696

　（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たりの給与

備　　　考

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

　イ　初任給

区　　　分

高　校　卒

大　学　卒

　　令和3年

    1月1日現在

302,800

　　令和4年

    1月1日現在

41.5

一　般　行　政　職

増　減　事　由　別　内　訳

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

一　般　行　政　職

154,900円

282,800

286,415

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

備　　　考

そ の 他 の 増 減 分

38.5

319,582

県の制度と同じ

給　　与 △ 411

職員手当 △ 783

県の制度と同じ

昇 給 に 伴 う 増 加 分

182,200円

区　　　　　　　　　　分



（単位　千円）

備　　　　考

　職員の異動状況
　　本　年　度
　　前　年　度
　　増　　　 減

2人
2人
0人

  扶養手当
　通勤手当
  児童手当
　期末手当
　勤勉手当

△240
24

△260
△150
△70

　国の制度

説　　　　　　　明

期末手当支給月数　2.55月分→2.4月分

一　般　行　政　職

高　校　卒 150,600円

182,200円

区　　　　分

大　学　卒



　　

　　ウ　級別職員数

　　（級別の基準となる職務）

50.0

区　　　　　　　　　　分
一　　般　　行　　政　　職

級 職員数（人） 構成比（％）

令和4年1月1日現在

1

2

3

4

2　　　級 3　　　級

5

6

7

計 2 100.0

1　　　級

1

一　般　行　政　職 主事（高）

1 50.0

区　　　分



1 50.0

3

区　　　　　　　　　　分
一　　般　　行　　政　　職

級 職員数（人） 構成比（％）

令和3年1月1日現在

1

2

4

5

6

7

2 100.0

7　　　級

計

1 50.0

主 査

4　　　級 5　　　級 6　　　級



エ　昇給

1号給(人）

3号給(人）

4号給(人）

8号給(人）

1号給(人）

3号給(人）

4号給(人）

8号給(人）

比　　率（B)/（A)　　　　（％） 100.0

　
前
　
年
　
度

職　　員　　数　　（A)　　(人） 2

号　給  数　別　内　訳
2

2昇　給　に　係　る　職　員　数　（B)　　(人）

比　　率（B)/（A)　　　　（％）

　
本
　
年
　
度

100.0

職　　員　　数　　（A)　　(人） 2

号　給  数　別　内　訳
2

区　　　　　　　分 合　　　　　計

昇　給　に　係　る　職　員　数　（B)　　(人） 2



100.0

2

2

2

100.0

2

代 表 的 な 職 種

2

2

一 般 行 政 職



　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　　分
20年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）

支 給 率 等 24.586875 47.709

国 の 制 度
（支給率等）

24.586875 47.709

　　キ　その他の手当

区　　　分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

支給率計（月分）

前　年　度

国 の 制 度 4.45

2.225

2.150

区　　　分

本　年　度

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

2.225

25年勤続
の者（月分）

異　　 な　 　る

33.27075 47.709

33.27075 47.709

一部県の制度と同じ

国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

国　 と 　同 　じ

国　 と 　同 　じ

12月　（月分）6月　（月分）

4.30

4.45

2.150

2.225

2.225

最高限度
（月分）



　　 職制上の段階、職務の
　　 級等による加算措置

備　　　　　　　　　　考

有

そ　　の　　他　　の
加　算　措　置　等

有

在職期間に応じた調整額を加算

在職期間に応じた調整額を加算

有

備　　　　　　　　　　考


